
民間資金獲得等促進のための仕組みの導入

（抜粋）「統合イノベーション戦略」（平成30年６⽉15⽇閣議決定）
＜⺠間資⾦獲得等のための仕組みの導⼊＞

・研究⼤学を中⼼とした国⽴⼤学に対し、⺠間資⾦の獲得等に応じ、評価を通じた運営費交付⾦の配分のメリハリ付け等によるインセンティブの
仕組みについて2018年中に検討し、早急に試⾏的導⼊（⺠間資⾦等の獲得を⾶躍的に促進することで経営基盤を強化し、⼤学等の特性に応
じて⺠間資⾦を呼び込むことで、外部資⾦割合の増加による運営費交付⾦依存度の低減を図る）
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出典︓OECD 「Science, Technology and Patents / Gross domestic 
expenditure on R&D by sector of performance and source of funds」
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○国⽴⼤学がイノベーションの創出に必要な財源の多様化を進めるため、企業との共同研究における適切な
間接経費を確保するとともに、⺠間資⾦獲得額を増加させ、経営基盤を強化する。

出典︓⽂部科学省、「平成２９年度 ⼤学等における産学連携等実施状況について」

○⺠間企業との共同研究に係る間接経費の直接経費に対する割合

✔ 外部資⾦獲得に関する実績のデータにより対象⼤学を選定
✔ 「今後の⺠間資⾦獲得額増加のための計画」を中⼼にヒアリング→採択
✔ 採択された⼤学にはアワードとして原則2年間、⾃由に使える交付⾦を⽀給

⺠間投資拡⼤により⼤学の経営基盤を強化し、イノベーション・エコシステムを構築
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 ⼤学の研究費の企業負担割合が海外に⽐べて低い

 ⺠間企業との共同研究における間接経費割合も低い

約８割の大学が
１５％未満

国⽴⼤学イノベーション創出環境強化事業
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